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(1) 生活保護の動向 

ア 近年の保護動向 

最近の保護動向は、 被保護人員が 最低であ った平成 7 年度と比較すると、 人員、 

世帯共に急激に 増加している。 

0 平成 7 年度 0 平成丁 6 年 1 1 月現在 ( 速報値 ) 

被 保護人員 約 8 8 万 2 千人 づ 被 保護人員 約 1 4 3 万 5 千人 

被 保護世帯 約 6 0 万 2 千世帯 被 保護世帯 約 1 0 0 万 7 千世帯 

保 護 率 7.  0% 。 保 護 率 1  1.  2%0 

イ 近年の保護動向の 特徴 

( ア ) 世帯類型別世帯数の 状況 

①高齢化の進展を 受けて高齢者世帯が 増加している 一方、 近年の景気の 影響を 

受けて、 ②稼働能力が 有る者を多く 含む母子世帯やその 他世帯の伸びも 顕著であ 

る 。 

世帯類型別 被 保護世帯数の 推移 
    
  平成 7 年度 l 構成割合 (%)l 平成 16 年 11 月 l 構成割合 (%)@  増加率 

総 数 600,980 100.0  1  005, 182 

高 齢 者 世 帯 254,292 42. 3 469, 065 

母 子 世 帯 52,373 8. 7 88,860 

傷 病 者   
障 害 者 世 帯 252,688 42. 0 352, 128 

そ の 他 世 帯 41,627 6. 9 95, 129 

100. 0 167. 3X 

46. 7 184. 5% 

8. 8 169.  n 

35. 0 139.・ 

9. 5 228. 5% 

 
 ィ
直
 

数
 
概
 
は
 
分
ノ
 

月
 
l
l
 

Ⅰ
 由
 

1
.
1
 

年
 
6
 
l
l
l
 

イ
 
成
 
平
 
 
 

例
 

政
 
報
告
 

一
丁
 

祉
 
7
 
百
日
 

ヰ
千
 

 
 
料
 
資
 

一 .14 一 



( イ ) 世帯人員の状況 

世帯の単身化が 進んでおり、 現在 被 保護単身世帯の 割合は、 7 3. 2% となっ 

ている。 特に高齢者世帯においては 9 割弱を占めている。 

世帯類型 拐 lJ 被 保護単身世帯の 割合 

総   
世 平成 7 年度 600.  980 254,292 52,373 252,688 41,627 

早 @ 431,629 224,104   193,235 14,290 

(71.8%) (88.1%) (76.5%) (34.  3%) 
廿市 

平成 1 5 年度 939,733 435,804 82,216 336,772 84,941 

単 688,217 381,640   264,127 42,450 

数 (73.  2%) (87.6%) (78.  4%) (50.%) 

資料 : 福祉行政報告例 
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( ウ ) 生活保護の開始及び 廃止状況 

近年、 被保護人員が 景気の影響等により 増加しているが、 保護の開始・ 廃止でみ 

てみると、 開始世帯数が 急増している 一方、 廃止世帯数は 微増に止まっている。 

( 世帯 ) 保護の開始、 廃止世帯数の 年次推移 ( 世帯 )   80,000  増加世帯数 
( 増加 ) 

60,000 

20,000  ハト開始世帯数 

  
ヰ 廃止世帯数 

                    uoo 

    
減少世帯数 

                                                            ( 減少 )   
資料 : 福祉行政報告例 

保護開始理由 別 世帯数の年次推移 

社会保障働いてい 

年 度   
等 

5 
(100. 0%) (11.  1%)  (0.3%) (5.9%)  (82.  6X) 

9  911 1  102 30 589 8  190 

10 (100. OX) (21.8%)@ (1.0%) (5.2%)  (72.0%) 

13  685 2.  982 134 709 9, 860 

15 
  

(100. 0%) (31.0%) (1. 6%) 

19, 440 6, 031 316 

資料 : 福祉行政報告例 ( 各年 9 月 ) 
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( エ ) 扶助別人員の 状況 

近年、 被保護人員が 急増している 中で、 特に医療扶助人員の 増加が著しく、 中で 

も 入院外の伸びが 顕著であ る。 

指叔 。 年 。 5 。 年度。 '0 。 ) 
140. 0 

扶助則 被 保護人員の伸びの 推移   
  118. ㏄ 

120 ・ 0 

100.0 100.0 - """""""'" 

㌔ ""               26   
-. ナ ・ -"" 。 。 "   -- Ⅸ / Ⅱ 88 。 襄キ仁二 Ⅹ 三村 ; 仁一 "ar ， - 一 ノ， "   80. 0 Ⅰ ， "" 。   

  圧ソ -     
Ⅰ ・   " こ憶こ :..-%- " Ⅰ -,.@ 、 ・ - ◆ 千 @ ㌔ 一 ..                                                                                                       

67.4                   
60.0 

  
59.4 58.8     

40.0 

34.7 目 ． l   
20-0 

  

0. 0     
  年度 

が辞 

医療扶助人員・ 医療扶助率の 年次推移   
づ一 医療扶助人員 入院 

11 400 ・ 000   
，ノ 

1. @00 ・ 000   / // 尹 Ⅰ / 

1, 000 ・ 000   
      

800,000   

  一 
600,000   

"" 一                               - Ⅰ @/""" 
400,000     l 医療扶助人員入院 l   
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60. 0 

50. 0 

40. 0 

30 ・ 0 

@0 ． 0 

10 ・ 0 

0 ・ 0 

注 ) 医療扶助率 (%) 吉 医療扶助人員 / 被 保護人員 
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ウ 今後の保護動向 

最近の社会経済情勢をみると、 人口の高齢化に 伴い高齢者数が 増加していること 

や、 引き続き完全失業率が 高い水準で推移していることから、 今後とも 被 保護人員 

及び 被 保護世帯数は 増加傾向が続くものと 考えられる。 

しかしながら、 完全失業率が 平成 1 5 年平均で 5. 3% あ ったものが、 平成 1 6 

年 1 1 円には 4. 5% と改善の傾向がみられ、 また、 有効求人倍率も 平成 1 5 年半 

均で 0. 6 4 倍であ ったものが、 平成丁 6 年 1 1 月には 0. 9 2 倍に改善している。 

こうした雇用情勢の 改善傾向等を 受けて、 被保護人員の 増加の伸びは 平成 1 5 年卒 

均 08. 2% から、 昨年 9 ～ 1 1 月には 5% 台後半に鈍化する 傾向にあ る。 

雇用関係指標及び 被 保護人員対双年同月比の 推移 

完全失業者数 完全失業率 有効求人倍率 年 被同 日） 保月 護比 人（ 員 指 対数 前 

千人 % イョ 五 口 

平成 1 5 年平均 3, 500 5. 3 0 ・ 64 108. 2 

平成 1 6 年 1 月 3, 230 5. O 0 ・ 77 107.  7 

平成 1 6 年 2 月 3, 300 5. 0 0 ・ 77 107. 6 

平成 1 6 年 3 月 3, 330 4. 7 0 ・ 77 1 07. 6 

平成 1 6 年 4 月 3, 350 4. 7 0 ・ 77 107. 3 

平成 1 6 年 5 月 3r 1g0 4. 6 0. 80 106. 8 

平成 1 6 年 6 月 3, 090 4. 6 0. 82 1 06. 6 

平成 1 6 年 7 月 3, 180 4. 9 0 ・ 83 106. 2 

平成 1 6 年 8 月 3, 140 4. 8 0 ． 83 106. 2 

平成 7 6 年 9 月 3, 090 4. 6 0 ・ 84 1 05. 9 

平成丁 6 年上 0 月 3, 110 4. 7 0 ・ 88 105. 6 

平成丁 6 年 1 1 月 2, 900 4. 5 0 ・ 92 105. 8   

資料 : 労働力調査 ( 総務省 ) 、 職業安定業務統計、 福祉行政報告例 ( 速報値 ) 

Ⅹ完全失業率及び 有効求人倍率の 月 別 推移は季節調整値であ る。 

エ 積極的な保護動向の 把握 

稼働能力のあ る者を多く含む 母子世帯やその 他世帯等が増加していることから、 

自立に向けた 一層の取組が 求められるところであ る。 

このため、 各都道府県におかれては、 管内各自治体の 保護動向について、 年齢 階 

級や世帯類型等様々な 角度から積極的に 分析を行い、 地域の特徴に 即した保護の 適 

切な運営が図られる よう お願いしたひ。 
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4
 生活保護制度の 適正運営 

(1) 生活保護の適切な 運営 

生活保護は、 国民生活の最後の 拠り所となる 制度であ り、 国民の理解と 信頼を得ら 

れるよ う、 次の点に留意し、 適切な保護の 決定実施を行 う 体制の整備が 講じられるよ 

う お願いしたい。 

また、 管内実施機関に 対して、 研修等を通じて 職員の資質向上、 必要な助言や 指導 

に努められたい。 

ア 保護の相談における 窓口対応等について 

生活困窮者の 発見及び適切な 保護の実施について、 生活困窮者に 関する情報が 福 

祉 事務所の窓口にっながる よう 、 住民に対する 生活保護制度の 周知、 保健福祉関係 

部局や社会保険・ 水道・住宅担当部局等の 関係機関との 連絡・連携を 図るとともに、 

要 保護者に対しては、 きめ細かな面接相談、 申請の意思のあ る方への申請手続の 援 

助指導を行い、 保護の申請権 を侵害しないことは 言うまでもなく、 侵害していると 

疑われるような 行為自体も厳に 慎まれたい。 

ィ ホームレスに 対する保護の 適用 

平成 1 5 年 7 月に策定された 以下の指針等に 基づき、 引き続き、 地域の実情に 応 

じた適切な保護が 行われる よう 実施機関への 指導を行われた い 。 

①「ホームレスの 自立の支援等に 関する基本方針」 (15.7.3% 甥雛掴較 通ぢ 柄 ) 

②「ホームレスに 対する生活保護の 適用について」 (15.7.31 保護課長通知 ) 

また、 社会福祉法に 規定する第 2 種社会福祉事業の「無料低額宿泊所」に 入居し 

ている被保護者については、 ケース ヮ 一力一の的確な 訪問調査活動の 実施により、 

処遇状況を確認するとともに、 居宅生活への 移行や自立に 向けた指導援助を 行われ 

た い 。 

ゥ 配偶者からの 暴力の防止及び 被害者の保護に 関する法律の 一部改正 

配偶者からの 暴力の防止及び 被害者の保護に 関する法律の 一部を改正する 法律 

( 平成 1 6 年法律第 6 4 号 ) については、 平成 1 6 年 1 2 月 2 日から施行され、 同日、 
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改正後の配偶者からの 暴力の防止及び 被害者の保護に 関する法律 ( 平成丁 3 年法律第 

3 1 号 ) に基づき、 配偶者からの 暴力の防止及び 被害者の保護のための 施策に関する 

基本的方針が 告示されたところであ る。 

「「配偶者からの 暴力の防止及び 被害者の保護に 関する法律の 一部を改正する 法 

律 」の施行等に 伴 う 生活保護制度における 留意事項について」 ( 平成丁 6 年上 2 月 1 

0 国社 援保 第 1210001 号 ) により通知したところであ るが、 被害者が配偶者からの 暴力 

により心身とも 傷ついていることに 十分留意し、 被害者に更なる 被害 ( 二次的被害 ) 

が生じることがないよう、 被害者からの 生活保護の申請に 当たって被害者の 生活状況 

や 扶養関係について 把握する際には、 関係機関と連携協力し 関係機関から 情報を得る 

等、 十分配慮されたい。 

(2) 医療扶助の適正運営 

ア いわゆる社会的入院の 解消 

平成 16 年度の被保護入院患者数は、 各自治体の退院支援への   取り組みもあ り、 

ほぼ横ばいの 状況にあ るが、 6 ヵ月以上の長期入院患者数は 約 8 万人となっている 

など、 入院患者の適切な 処遇の確保は 、 引き続き重要な 課題であ る。 
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各都道府県・ 市においては、 特定療養費の 対象患者などいわゆる 社会的入院患者 

の退院支援について、 適切な受人先の 確保や退院阻害要因の 解消に向けた 指導援助 

体制の充実を 図るなど、 地域の実情に 応じた積極的な 取組をお願いしたい。 

また、 被保護入院患者のうち 約半数を占める 精神疾患による 入院患者については、 

精神保健福祉担当主管 課 ( 部 ) との連携 強ィヒ を図り、 精神障害者施策における 社会 

復帰支援対策を 積極的に活用するなど、 特段の取り組みをお 願いしたい。 

なお、 平成丁 7 年度予算 ( 案 ) において生活保護費補助金がセーフティネット 支 

援対策等事業費補助金に 再編されるが、 退院促進個別援助事業については、 引き続 

き 対象とするので、 積極的に活用されたい。 
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イ 顔回受診者に 対する適正受診指導 

顔回受診者に 対する適正受診指導については、 各都道府県・ 市 本庁からの実施 報 

告の状況にかなり 差があ ることから、 取組みが十分ではない 福祉事務所もあ ると考 

えられるため、 管内福祉事務所に 対し、 真に 顔 回受診に該当しないかどうか 十分 検 

訂 するよ う 指導されたい。 

また、 事業の実施にあ たり、 保健所等の関係機関との 連絡調整を図るとともに、 

福祉事務所で 保健 師 ・看護節筈 を雇 L, 、 ・上げる必要があ る場合の経費等については、 

セーフティネ 、 ット 支援対策等事業費補助金の 補助対象としていることから、 これを 

活用し、 保健 師 等との同行訪問を 実施するなど 効果的な実施を 図られたい。 

ウ 診療報酬明細書 ( レセプト ) 点検の徹底 

レセプト点検の 実施状況をみると、 ほぼ全数のレセプトについて 点検が実施され 

ているところであ るが、 過誤調整率については、 全国的には一定の 効果が挙がって 

いるものの、 各実施機関毎には 大きな格差が 生じている。 

ついては、 過誤調整率の 低率な実施機関について、 点検方法や点検内容を 把握、 

検証し、 問題点の確認を 行っていただいたところであ るが、 各都道府県・ 市 本庁に 

おいては管内福祉事務所に 対して具体の 対策を講じるよ う 指導援助を行われたい。 

特に内容点検及び 縦覧点検をレセプト 点検の実務経験・ 知識を有していない 医療 

扶助担当者、 ケース ヮ 一カ一等が実施している 福祉事務所が 見受げられるところで 

あ り、 点検の体制、 内容が十分でない 福祉事務所については、 セーフティネット 支 

接対策等事業費補助金の 活用等による 点検実施体制の 強化、 点検内容の改善を 検討 

されたい。 

エ 指定医療機関に 対する指導・ 検査における 他 部局等との連携 

指定医療機関に 対する指導・ 検査については、 地方社会保険事務局並びに 国民健 

康保険、 老人保健部局等の 関係部局との 連携の上、 合同検査の実施など 実効あ る指 

導・検査を行われた い 。 

オ 医療扶助に係る 適正な事務処理について 

柔道整復の給付については、 打撲及び捻挫の 手当並びに骨折及び 脱臼の応急手当 

には医師の同意が 不要であ るのにもかかわらず、 被保護者に対して 事前に医療機関 

への受診を求めるなど、 誤った取扱いが 一部の実施機関において 行われているよう 

であ ることから、 平成 1 3 年度において 課長通知を発出し、 改めてその取扱いに っ 

弓 I 一 



いて周知登底を 図ったところであ る。 

しかしながら、 その後においても 同様の誤った 取扱いが見受けられたことから、 

管内福祉事務所に 対し、 各種会議や研修等を 通じ、 改めて施術の 給付に関する 取扱 

いについて周知登底を 図られたい。 

(3) 介護扶助の適正運営 

ア 介護保険制度の 改正に伴う介護扶助制度の 改正について 

介護保険制度については、 今通常国会に 介護保険法 等 の一部を改正する 法律案が 

提出されており、 生活保護法についても、 介護扶助に関する 規定の見直し 等の改正 

案が含まれているところであ る。 

生活保護法の 改正案については、 次のとおりであ るが、 介護扶助運営要領等の 介 

護 扶助関係通知の 見直しについては、 法案成立後、 改正法の施行時期 ( 平成 1 8 年 

4 月、 介護保険法 は ついては、 一部、 平成 1 7 年 1 0 月を予定 ) に合わせ、 介護 保 

険 制度の見直し 内容を踏まえて 行 う こととしており、 介護保険制度の 見直しの動向 

について留意されたい。   
    
    

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  
  介護保険法 等 の一部を改正する 法律案概要 ( 生活保護法改正部分 ) 
  
  
  
  
  
  

      0  公布目施行 

Ⅰ
Ⅰ
 

O
 

 
 

 
 

「痴呆」の呼称を「認知 症 」に改める。 

平成 1 8 年 4 月 t 日施行 

介護保険料等の 代理納付 ( 第 37 条の 2 関係 ) 

介護保険料等の 納付を確保するため、 現在、 原則として生活保護の 被保護者本 

人に交付することとされている 保護金品について、 保護の目的達成のために 必要 

があ る場合には、 介護保険料等被保護者が 支払うべき費用であ って政令で定める 

ものの額に相当する 金銭について、 保護の実施機関が 被保護者に代わり 政令で定 

める者に交付することができることとする 0 
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2  介護扶助における 介護予防関係区分の 創設 ( 第 15 条の 2 及び第 54 条の 2 関係 )  : 

  

 
 

 
 

    

  

介護保険法において 新たに介護予防サービスという 概念が導入され、 要支援 認     
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Ⅹ 施行日から平成 2 0 年 4 月 1 日までの間において 条例で定める 日から実施。 
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経過措置を設ける。 
  

    
イ 被 保護者における 介護サービスの 適切な利用 

介護扶助受給人員は、 平成 1 2 年度と比較して 約 2. t 倍となるなど、 制度の定 

着 が図られている。 

一方、 介護サービスの 利用については、 居宅サービスの 内容が利用者の 自立支援 

に 資するものとなっていない 場合や、 介護事業者による 過度なサービスの 掘り起こ 

しが行われて 場合があ るなどの問題も 指摘されているところであ る。 

そのような状況を 踏まえ、 介護保険制度においては、 各市町村 ( 保険者 ) を中心 

として各種適正化対策が 実施されているところであ るので、 介護扶助についても、 

本来の制度の 趣旨に添った 利用がなされるよう、 介護保険主管 課 ( 部 ) 及び市町村 

( 保険者 ) との連携・協力のもと、 給付適正化対策の 実施に努められたい。 

また、 平成丁 7 年度予算 ( 案 ) においては、 セーフティネット 支援対策等事業費 

補助金の事業メニュ 一に介護扶助適正化事業を 追加したところであ り、 嘱託ケアマ 

不ジャ - の 雇い上げや外部委託等により、 ケアプランの 内容チェックを 行うなど、 

各都道府県・ 市においても、 当該事業の活用について 検討されたい。 

ク 指定介護機関に 対する指導・ 検査の効果的実施 

近年、 介護サービス 機関による不正請求事件についても、 数多く報告されている 

ところであ る。 
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指定介護機関に 対する指導・ 検査についても、 指定医療機関と 同様、 介護保険主 

管 課 ( 部 ) 等と日頃 から連絡を密にし、 合同で指導・ 検査を行 う など連携強化に 努 

めるとともに、 必要に応じて 被保護者に介護サービスの 利用状況の確認を 行 う等、 

効果的・効率的な 指導検査の実施に 努められたい。 

(4) 障害者自立支援法案による 生活保護法の 改正について 

障害者及び障害児がその 有する能力及び 適性に応じ、 自立した日常生活又は 社会生 

活を営むために 必要な障害福祉サービス 等が総合的に 提供されるよ う 、 自立支援給付 

を 創設する等を 内容とする障害者自立支援法案が、 今通常国会に 提出されたところで 

あ る。 

同法案において 生活保護法については、 

障害者自立支援法に 規定する障害者支援施設に 入所している 者 等については、 

保護の実施機関についての 特例の対象とし、 当分の間、 同法に規定する 共同生活 

援助又は共同生活介護を 行 う 住居に入居している 者についても 保護の実施機関に 

ついての特例の 対象とする 

改正を行い、 これらの改正については、 平成丁 8 年 1 月 1 日及び平成 1 5 年 1 0 月 1 

日から施行することとされている。 同法案に よ る生活保護制度の 見直しに関する 実施 

要領の改正等については、 後日、 お知らせすることとしたい。 
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